



一特 に ドイツ商法典第292a条 との関連 において一





一 適用会計基準 を中心 に一
4.W,バ イエル,ド イツテレコ略 グループにおける会計輪
一基準 問の相違 に着 目して一
5.お わ りに
1.は じ め に
周知の通 り,2005年 よ りヨー ロッパ連合(EU)内 の上場 親会社 は連結財務諸表 を国際会計基
準(IAS,IFRS)に よって作成 しなければな らな くなった。いわゆる2005年 問題 と言われ るものが
現実の もの となったのである。 これに対 して,特 に ドイツ企業 は どの ように対処 してい くのであ
ろ うか。2005年 度決算が出揃 う2006年 初春 を待 たず して,2004年 度決算 か らその情勢 について
まず整理 したい。企業範 囲を限定す る意味で,調 査対象 を主 にDAX対 象30社 とした。勢 い,
ドイツ企業の中で も大企業の対処 を中心 に検討す ることになる。ただ し,必 要 に応 じて中小企業
も検討 してい く。IFRS適 用 の強制 とい う事態 を前 に して,ド イッ企業が どの ような会計戦略 に
より対処 しようとしていたのか を見てい きたい。
ここで,ド イッ企業の個別的対処 を考察する上で も,ド イッにおける会計環境 を確 認 してお く
必要がある。 さらに,ド イツ国内の会計基準 は もとより,EUが 主導する会計改革の方向性 も確
認 しておかなければな らない。 また,国 際会計基準 とはそ もそ も何 であるのか を理解す る上 で
も,EUお よび ドイツ国内における会計 の枠組 みを次節 で検討す る。その上で,ド イ ツ大企業 の
会計戦略 を個別 に検討 してい く。
今回の分析 における主たる視点 は,ド イッ企業は どの ような理 由に よ り適用 会計基 準 を選択
し,ま た選択 したあるいは選択可能な会計基準の枠 内で どの ような会計行動 を採 るのか とい う点
にある。中でも特 に,各 社が選択 したあるいは選択可能な会計基準 を,ど の ように戦略 的に適用
してい るか とい う点 に注 目 した。DAX対 象企業 の中で も,注 目すべ き会 計戦略 を有 してい た
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フォルクスワ0ゲ ン(VW),バ イエル,ド イツテ レコムの各 グループについては さらに個別 に検
討 してい く。VWに つ いては ドイツ商法(HGB)とIFRSの 相違 に,バ イエル についてはIFRSと
米国会計基準(US-GAAP)の 相違 に,ド イッテレコムにつ いて はHGBとUS-GAAPの 相違にそれ
ぞれ着 目して検討 を行 う。この検討 により,ド イツ企業が どの ような会計戦略のもと,い かなる
会計選択行動 を採ってきたのか を明 らかに してい く。最後 に,個 々の企業の会計戦略を可能な ら
しめて きた ドイッの会計環境 に対 しても,新 たな解釈 を示 してい きたい。
2.ド イ ツにおけ る会計環 境
ドイツにおける会計環境 として従 来か ら説かれてきた もの に,債 権者保護(Glaubigerschutz)と
い う中心思想(Leitgedanke)が ある(Bussev・nC・lbe[1gg8]S.307.)。 債権者保護思想 は配当規制に
おいて体現化す るわけだが,こ の配当規制に関 して ドイツでは,プ ロシアの時代か ら貸借対照表
方式によって分配可能利,益を算定 させていた(安 藤[1985]119頁)。 この貸借対照表方式に よる分
配可能利益 の算定が ドイツで発展 したのは,ド イツにおける伝統 的な破産原因が債務超過(iJber-
schuldung)に あった ことが指摘 され てい る(安 藤[1980]53頁)。 この ような債権 者保 護思想 は,
ドイツで伝統 的な銀行 による資金調達構i造とも符号 してい くものであった。債権者保護思想に支
え られた配当規制 に関する規定は,商 法あるいは会社法 とい う法体系の中で形成 されていった。
この ように,ド イッにおける会計制度は,従 来法の枠組みの中で形成 されて きた。ただ し ドイ
ツ会計制度 は元 々一国内で展 開されてきたわけではない。古 くはサヴ ァリー法典 を中心 として フ
ランスの影響 を強 く受 けてお り(Schneider[1995]P.125.),ま た,フ ランスの損益 計算書 方式 と
の融合が行 われてきた(安 藤[1980]56-7頁)。 この対一国(仏)へ の対処が,ア ングロ ・サ クソン
型の会計思想 を有するイギ リスを含 む対多国へ と転換す る契機 となったのが,ヨ ーロッパ共同体
(EC)会 社法指令の国内法化問題であった。ただ し商法中心 の会計制度 は堅持 されたため,た と
えEC指 令が 出ていた として も,そ れを国内法化す るために自国商法の改正を行 うとい う手法 を
とって きた。具体的には,EC会 社法 第7号 指令 「連結計算書類」(1983)を 中心 とした各指令 の
国内法化 を図 るため,ド イ ッ国内で は 「財務諸表指令法(Bilanzrichtliniengesetz,BiRiLiG)」(lg85)
として商法の大改正が行 われた。 ドイッがEC(EU)と い う枠組 みの中で,会 計制度 を構築 して
いか なければな らない時代に入 ったのである。
EC会 社法指令 をEU加 盟各 国が国内法化す る方式 による会計 の調和化 は,1990年 代 にその方
向性 を大 きく変 えることになる1)。この時期か ら,国 際会計基準 による会計の調和化が始 まるこ
と とな る。具 体 的文書 と して は,「 会 計領域 での調和 化:国 際 的調和 化 を考慮 した新 戦略」
(1995)がEU委 員会に より公表 された。 これには,後 の ドイツにおける会計改革に大 きな影響 を
与える二つの考 え方が明示 されていた。一つ は二重の財務報告 を行 う会計負担の回避であ り,も
う一つ は国際会計基準 の検証 と積極 的関与である。
会計 コス ト負担 の回避 とい う 目的 は,ド イ ツ国 内で 「資 本調 達容 易化 法(Kapitalaufnahmeer一
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1eichtrungsgesetz,KapAEG)」 と して1998年 に結 実 した 。 この法 律 の正 式 名称 は,「 資本 市 場 に お け
る ドイ ツ コ ンツ ェル ンの競 争 能 力 改 善 お よび社 員 消 費 賃貸 の受 容 の容 易 化 の ため の 法 律 」 とい
う。 正式 名 称 か ら も明 らか で あ るが,こ の法律 は 「会計 コス トの削 減 」(稲 見[1999]176頁)を 主
た る 目的 と して いた 。 この法 律 に よ り,上 場 親会 社 はHGBに よる連 結財 務 諸 表 の 作 成 を免 除 さ
れ,IFRSあ るい はUS-GAAPに よる作 成 が 認 め られ た。 資 本 調達 容 易 化 法 を根 拠 法 と してHGB
第292a条 が新 設 され,種 々の 問題 点 が 指 摘 され なが ら も2),上 記 免 除規 定 が 商 法 上 も明文 化 さ
れ た。 同条 文新 設 に先立 つ こ と5年 前,1993年10月 に ダイ ム ラーベ ンツが ニ ュー ヨー ク 証券 取
引所(NYSE)に 上 場 した。 これ は,ド イ ッの 企業 史お よび会 計 史 に とって エ ポ ック ・メイ キ ング
な出来事 で あ っ た。 同社 を皮 切 りに,NYSEに は ドイ ツ企 業 の上 場 が予 定 され る よ うに な った 。
会 計 コス ト負 担 の回避 は,実 業 界か らの切 実 な要 求 に応 える もの で もあ っ た こ とに な る。 なお,
HGB第292a条 に よる 免 責 は,2004年12月31日 ま で の 時 限措 置 で あ る こ と も明 示 さ れ て い
た。 こ こでHGB第292a条 全 文(Baumbach&H。pt[2000]S .868-9.)訳 を以 下 に示 す。
HGB第292a条 作成義務免除
(1)親 会社 自身あるいはその子会社 の証券取引法第2条 第1項 第1文 の意味における有価証券
を,証 券取 引法第2条 第5項 の意味における組織 された市場で発行 している親会社 は,条 件次第
で,連 結決算書お よび連結状況報告書 を次条以降の規定 により作成する必要はない。その条件 と
は,下 記2項 の要求 に添った連結決算書お よび連結状況報告書が作成 され,そ れが第325条,第
328条 によ りドイツ語お よびユーロで開示 されることであ る。 また,組 織化 された市場 での取引
認可が 申請 されたならば,上 記第1文 が有効 となる。免 除された財務書類 の開示 に際 しては,連
結決算書お よび連結状況報告書が ドイツの法律 には基づかずに作成 されていることについて,明
確 に言及 しなければな らない。
(2)連 結決算書お よび連結状況報告書 は,以 下の場合 に,免 除効力が発生す る。
1.親 会社 お よびその子会社が,第295条 ・296条 に係 りな く,免 除連結決算書 に算入 され る場
合
2.連 結決算書お よび連結状況報告書が
a)国 際的に認め られた会計原則によって作成 されること3)
b)指 令83/349/EWGと 一致 していること,お よび場合に よっては第291条 第2項 第2文 に
おける金融機関および保険会社 を対象 とした指令 と一致 していること
3.2.に よって作成 された財務書類の供述効力は,次 条以下の規定に より作成 された連結決算書
お よび連結状況報告書の供述効力 と同等であること
4.連 結決算書 に対する補足や注釈 は,以 下の記述 を含 んでいること:
a)適 用 した会計原則の表示
b)ド イツの法律 と相違す る,財 務諸表作成方法 ・評価 方法 ・連結方法の注釈
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5.免 除された財務書類は,第318条 に従い選任 された決算監査 人によ り監査 され,さ らに,免
除のための条件が満た されていることが決算監査人 により確認 されていること
(3)ド イッ連邦法務省 は,財 務省お よび経済省 と合意の上で,親 会社の連結決算書お よび連結
状況報告書が第2項 第3に よる もの と同等であるために,ど の必要条件 を個 々に満 たさなければ
ならないのかを,法 令通達 を通 じて定 めることがで きる。 これはまた,会 計原則が示 され,そ の
利用に際 して同等性が与え られる とい う方法によって も生 じ得 る。
上記HGB第292a条 は,2000年 に成 立 した 「資本会社指令(Kapitalgesellschaften&Co.Richtlinie-
Gesetz,KapCoRiliG)」 を受 けて,第1項 第1文 が修正 された後の条文である。資本会社指令 は,資
本会社 に関す る規模区分基準値等の様 々なHGB改 正 に影響 を与えた。 しか し何 より大 きい影響
は,「HGB第292a条 を適用可能 な ドイツ企業の範 囲を拡大す る面」(井 戸[2001]43頁)を 持 っ
ていた ことである。
ドイツ会計改革 におけるもう一つの大 きな流れが,国 際会計基準の検証 と積極 的関与 とい う方
向性 であった。「会計領域で の調和化:国 際 的調和化 を考慮 した新 戦略」(1995)の 中で,「 二重
の財務報告 を行 う会計負担」 と並 び,国 際会計基準 の検証 と積極 的関与が論 じられていた。IAS
指向が 明確化 して くるのは,2000年 に入 ってか らであ る。特 にそ の方向性 を決定づ けた もの
に,「EU財 務報告戦略:将 来の方向」(2000)が あげ られる。 これによ り,EU市 場 に上場す る全
ての親会社 は,そ の連結財務諸表作成 に際 してはIASを 適用 する ことが義務づ け られた。ただ
し,EUは 国際会計基準 を無 条件 に全 て受 け入 れ よう と してい た わけで はか った。それ は,
「2005年 に国際会計基準 を用い る上場企業」(2002)の 中で明 らか にされた。 これ によ り会計規制
委員会(AccountingRegulatolyC・mmittee,ARC)が 設置 されることとなった4)。会計規制委員会の主
な役割 は,個 々のIASをEU企 業 に適用 すべ きか どうか を決定す る ことにあ る。つ ま り,「EU
は まるご とIASを 受 け入れ るのではな く,個 々のIASの 基準 を受 け入 れるか どうか審議 し,決
定 し,EUの 会社法指令 と相違する ときは,会 社法指令 を修正す る とい うかたちでIASを 受 け入
れてい る」(倉 田[2005b]51頁)の である。 ドイツ国内におけるIAS重 視の方 向性 は,「 財務諸表
改革法案」(2004)に も引 き継がれ る。 ここにおいて,「 上場企業 の連結財務諸表だけでな く,他
の領域(上 場 していない企業あるいは個別財務諸表)に もIASを 適 用す る選択権」(倉 田[2005b]53
頁)が 与 え られた。EUに お ける会 計の調和化 は,国 際会計基準(IAS,IFRS)を 中心 に行 われて
きた し,今 後 も行われることになる。
EUに おける会計戦略を考える上で,上 述の会計規制委員会お よび証券規制委員会(C・mmittee
・fEur・peanSecuritiesRegulators,CESR)の 存在 および政策は無視で きない ものがある。会計規制委
員会 はIFRS適 用について,ど の程度適用すべ きなのか,言 い換 える とどの範囲 において適用す
べ きかを決定 している。 これ に対 して証券規制委員会 は,文 字通 りEUに おける証券市場規制 を
担 当 してい る。2005年 度において,日 本,米 国,カ ナ ダに対 して国際会計基 準 との差 を開示す
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る よ う要 求 して い るの もこの組 織 であ る。 両 組織 と密 接 な 関係 にあ るの が 欧 州 財 務 報 告 諮 問 グ
ルー プ(EuropeanFinancialReportingAdviso、yGroup,EFRAG)で あ り,現 委員 長 は前 国 際 会 計基 準 委
員 会(IASC)議 長 で あ っ た ス テ ィ ッ グ ・エ ネ ボ ル トセ ン(StigEnevoldsen)氏 が 務 め て い る。
EFRAGの 主 た る 目的 は,「IASBの 作 業 に対 して,積 極 的 な 支 持 に基 づ く(pro-active)貢 献 を行
う」 こ とにあ る5)。 ただ し,EFRAGは 同時 に 「個 別 の(国 際会計)基 準 の是 非 を審 査」(日 本経済
新 聞,2003/10/27,16面)す る組 織 で もあ る た め,会 計 規 制 委 員 会 と一 体 とな り,国 際 会 計 基 準 を
EUに お い て どの範 囲 で適 用 す る のか,あ る い は どの 範 囲 を適 用 除 外6)に す る のか を決 定 して い
る と考 え られ る。EFRAGの 組織 図お よび会 計規 制 委 員会 ・証 券 規制 委員 会 との関 係 を,EFRA .G












譲ll驚 … ・・… レ オ ブ ザ ー バ ー
(出 所)http://www.efrag.org/page.html?pid=4
EFRAGと も深 い関係 にある証券規 制委員会 は,国 際会 計基準 を用 いて対外 規制 を行 ってい
る。前出のステ ィッグ ・エネボル トセン氏 は,日 本経済新聞の 「国際会計基準 とは何か」 とい う
問いかけ に,「 米 国市 場 と対等 に立つ ための手段」(日 本経済新聞,2003/10/27,16面)と 答 えてい
る。 この答 えこそ,対 外規制 における国際会計基準の意味 を示 した ものと考 えられる。対 して,
会計規制委員会 の立場 に とって,国 際会計基準 とは何であるのか。会計規制委員会 は,EU各 国
政府 やEU企 業 の意見 を汲み,EUと して受 け入 れる ことが可能 な基準 を選択 す る ことが で き
る。つま り,会 計規制委員会に とっての国際会計基準 は,企 業 を統制す る手段 と言 うよ り,EU
が了承 した言わばEU内 共通会計基準 と考 えられよう。
会計規制委員会お よびEFRAGに よって一旦チ ェックを受 けかつ認め られた国際会計基準 を,
次 に各企業は どのように適用 してい くのであろ うか。 ここで,ド イツ企業 の国際会計基準(IAS,
IFRS)適 用 法 を見てみる ことにす る。例 えば,コ メルツ銀行 は2004年 度アニ ュアル ・レポー ト
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に お い て 次 の よ うに言 っ て い る。 「我 々 はIFRS第1号 お よ びIAS第2号,第11号,第15号,
第20号,第26号,第29号,第34号,第35号,第41号 を考慮 しなか った。 なぜ な ら,そ れ ら
は我 々の機 関 に とって 目的適 合 的 で ない か,あ るい は連 結財 務 諸 表 にお い て適用 され る必 要 が な
か っ たか らで あ る」(CZ[2004]p.101.)。 また,国 際会 計 基 準 審議 会(IASB)に よる改 善計 画 の一
環 と して 発 行 さ れ た15の 改 訟Sに 対 して,例 え ばWは 次 の よ う に述 べ て い る。 「・…,
我 々 はLへSBの 早 期 適用 勧 告 を実施 してお り,改 訂 基 準 で あ るIAS第1号,第21号,第36号,
第38号 お よび新 基準 であ るIFRS第3号 を適 用 した」(VW[2004]MR.p.12.)。 つ ま りVWは,改
訂 基 準 の 部分 的選 択 適 用 を行 っ た わ けだ が,対 してBMWの よ う に基 本 的 に そ れ らの早 期 適用
を行 わ なか っ た企 業 もあ っ た(BMW[2004]p.65.こ の点 に関す る ドイツ企業 の会計行動については後
図一5を 参照)。
以 上 よ り明 らか な ように,ド イ ツ企業 に とっ ての 国際会 計 基準 とは,自 身 の写 像 に とって 目的
適 合 的 で ない と判 断 した個 別 基準 は適用 しない こ とがで きる もの だ った。 また,早 期 適用 勧 告 を
受 けた改 訂基 準 の うち,ど れ を適 用 し,ど れ を適 用 しない か は,企 業独 自の判 断で取 捨 選択 で き
た。 従 っ て,会 計 規制 委 員会 お よびEFRA.Gに よっ て一旦 チ ェ ック を受 け かつ 認 め られ た 国際会
計 基 準 は,次 に各 企業 の 判 断 であ る程 度取 捨 選択 で きた こ とに なる。 こ とほ ど左 様 に,国 際会 計
基 準 の 適用 は柔構 造 にな って いた と言 うべ きで あ ろ う。
3.2004年 度 の決 算状況概 観 一適用会計基準を中心に一
当章で は,主 に2005年 度6月 末時点 におけるDAX対 象30社,つ ま りドイツを代表する大企
業が,ど のような会計基準 を選択 したのか,ま たその理 由について調査 ・考察 してい く。そのた
め まず,2004年 度決算数値が計上 された各社のアニュアル ・レポー トを調査 対象 と した。基本
的に各社 のアニュアル ・レポー トに基づ き,主 要業種,適 用会計基準,ニ ューヨーク証券取 引所
(NYSE)へ の上場 の有無 監査 法人,決 算 日,配 列法等 を調査 しま とめた のが次 の 図一2で あ
る。各社 の適用会計基準 については,監 査報告書 における記載 に基づ いている。 この調査では,
適用会計基準 とNYSE上 場 あるいは監査 法人 との関係 につ いて は,特 に明示 的 な関係 は見受 け
られなかった。ただ し,監 査法人 自体 については顕著 な傾 向が存 した。それは,DAX対 象企業
の監査法人は,KPMGあ るいはPwC(Pricewaterh。useC。 。pers)で あ ることが多 い とい うことであ
る。その中で も,US-GAAP適 用企業9社 の うち,8社 まで もがKPMGを 監査人 としていたこと
が特徴 的であった。
図一2か ら,明 らか となる点が幾つ か指摘 で きる。まず,HGBを2004年 度決算 において も適
用 していた企業が3社(BASF,ヒ ポフェラインス銀行,ド イツテレコム)あ った とい うこ とである。
つ まり,2005年 問題が叫ばれていた2004年 度 においてす ら,殆 どの ドイツ企業 がIFRSあ るい
はUS-GAAPを 採用 していた とは言えないのである。例えば,ド イッ取引所 が公表 している2004
年6月30日 付 の調査7)に よる と次の通 りであ る。 プライム ・ス タンダー ドにお ける359社 の う
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図一2DAX30企 業の主要業種,適 用会計基準,NYSE上 場の有無,監 査法人,決 算 日,配列法
企業名 主要業種 適用会計基準 NYSE上 場 監査法人 決算日 配列法
ア デ ィ ダス ・サ ロ モ ン スポーツ用品 IFRS X KPMG 12月31日 流動性配列法
ア リア ン ツ 保険 IFRS O(ADR) KPMG 12月31日 固定性配列法
アル タナ 医薬品 IFRS O(ADR) PwC 12月31日 固定性配列法
BASF 自動車 HGB O(Abx> D&T 12月31日 固定性配列法法
バイエル 医薬 品・化 学品 IFRS O(ADR) PwC 12月31日 固定性配列法
ヒポフ ェラインス銀行 銀行 不 明(HGB) X KPMG 12月31日 流動性配列法
BMW 自動車 IFRS X KPMG 12月31日 固定性配列法
コメル ッ銀行 銀行 IFRS x PwC 12月31日 流動性配列法
コ ンテ ィ ネ ン タ ル タイヤ・自動車 部品 US-GAAP X KPMG 12月31日 固定性配列法
ダ イ ム ラー ク ラ イス ラ ー 自動車 USGAAP 0 KPMG 12月31日 固定性配列法
ドイツ銀行 銀行 US-GAAP 0 KPMG 12月31日 流動性配列法
ドイツ取 引所 証券取引所 IFRS X KPMG 12月31日 固定性配列法
ルフ トハ ンザ 空運 IFRS X PwC 12月31日 固定性配列法
ドイ ツ ポ ス ト 郵便 ・運輸 IFRS X PwC 12月31日 固定性配列法
ドイ ツ テ レ コム 固定 ・携帯 電話 HGB O(ADR) E&Y/PwC 12月31日 固定性配列法
イ ー オ ン エ ネルギー・化学 品 US-GAAP 0 PwC 12月31日 固定性配列法
フ レゼ ニ ウス メ デ ィカルケ ア 透析治療 透析機器 U3GAAP O KPMG 12月31日 流動性配列法
ヘ ンケル 化学 品・パ ーソナルケ ア製 品 IFRS X KPMG 12月31日 固定性配列法
インフィニオ ンテクノロジーズ 半導体 US-GAAP O(ADR) KPMG 9月30日 流動性配列法
リ ンデ 工業用ガス・エ ンジニアリング IFRS X KPMG 12月31日 固定性配列法
マ ン 自動車機 械 IFRS X BDO 12月31日 固定性配列法
メ トロ 小売チ ェー ン IFRS X FASSEL&PARTNER 12月31日 固定性配列法
ミュ ンヘ ン再保 険 再保険 IFRS x KPMG 12月31日 固定性配列法
RWE 電 気 ・ガ ス ・水 道 IFRS x PwC 12月31日 固定性配列法
.. ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソフ ト US-GAAP O(ADR) KPMG 12月31日 固定性配列法
シ ェ ー リ ング 医薬品 IFRS O(ADR) it・ 12月31日 固定性配列法
シー メ ンス 総合電気 US-GAAP O(ADR) KPMG 9月30日 流動性配列法
テ ィ ッセ ンク ル ップ 鉄鋼磯械 US-GAAP X KPMG 9月30日 固定性配列法
TUI 観光 ・運輸 IFRS X PwC 12月31日 固定性配列法
フ ォル ク ス ワ ー ゲ ン 自動車 IFRS X PwC 12月31日 固定性配列法
(DAX企 業 の2004年 度 ア ニ ュ ア ル ・レポ ー トか ら作 成 。 適 用 会 計 基 準 に つ い て は,監 査 意 見 報 告 書 の 文 言 に よ
り確 認 。 な お,NYSE上 場 に つ い て はTHEWALLSTREETJOURNAL2005/6/6.C-6～C-9を,主 要 業種 につ い て
は 『外 国会 社 年 鑑(2005年 版)』 を参 照 。)
ち,IFRS適 用 は207社 で あ った の に対 し,US-GAAP適 用 が113社,HGB適 用 も39社 あ った 。
プ ラ イム ・ス タ ンダー ドで は 本 来,IFRSあ る い はUSGAAPを 適 用 しな け れ ば な らな い は ず で
あ るが,2004年 度 にお い て も相 当数 の企 業 がHGBを 適 用 して いた こ とにな る。 プ ラ イム ・ス タ
ンダー ドへ の 上 場 条 件(IFRSあ るいはUS-GAAPの 適用)は,絶 対 に 守 らね ば な らない 基 準 で は な
か った とい う こ とにな る8)。IFRS適 用 の勧 告 を行 うため に,ド イ ッで は財 務 報 告 実 施パ ネ ル(Fi-
nancialReportingEnf・rcementPanel,FREP)が 設 立 され た9)。 逆 に言 え ば,FREPの 設 立 は,IFRS適
用 が ドイ ッ国 内 で思 っ た ほ ど進 まなか った証拠 と もとれ る。
また 図一2か ら,US-GAAPを 適 用 す る9社 中,7社 まで もがNYSEに 上場 して い る こ とが わか
る。US-GAAPを 適用 して い な が らNYSEに 上場 して い ない の は,コ ンテ ィ ネ ン タル とテ ィ ッセ
ンクル ップの み であ る。 ちなみ に コ ンテ ィネ ン タル は,2005年 度 か らのIFRS適 用 をす で に表 明
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して い る(CON[2004]p.105。)。 こ れ に 対 し,NYSE上 場13社 中,US-GAAP適 用 は7社 しか な
い 。従 って これ らの こ とか ら,「DAX対 象 企業 でUSGAAPを 適用 会 計 基 準 と して 選択 して い る
会社 はNYSEに 上場 して い る確 率 が 高 い」 とい うこ とは言 え る が,「NYSE上 場 企 業 はUS-GAAP
を適用 して い る確 率 が 高 い」 とは必 ず し も言 え ない こ とに な る。 ち なみ に,NYSEに 上場 して い
な が らUS-GAAPを 適 用 会 計 基 準 と し て い な いDAX企 業 と し て,ア リ ア ン ツ,ア ル タ ナ,
BASF,バ イエ ル,ド イ ツ テ レコム,シ ェー リ ング が あ げ られ る。 実 は これ らの企 業 は全 て,ド
イ ッ会 計 基準 委 員 会(DRSCあ るいはGASC)の 調 査10)で は,US-GAAPへ 調 整 あ るい は移 行 され て
い る こ とに なっ て い る。 この事 情 を示 した もの と して次 の 図一3が あ る。 図一3で は,そ れ ぞ れ
図一3DRSCの 調査によるDAX30企 業の適用会計基準,お よび会計基準適用年度 ・NYSE上 場年度
企業名 LへS/IFRS US-GAAP HGB NYSE上 場
ア デ ィダ ス ・サ ロモ ン X(1996) X
ア リ ア ン ツ X(1998) nurfiirdasUS-Listing(1999) O(2000)
アル タナ X(1998) nurfurdasUS-Listing(2001) O(2002)
BASF Uberleitung(1998) X O(2000)




コ ンテ ィ ネ ン タル X(1999) X
ダ イ ム ラー ク ラ イス ラ ー X(1993よ り部 分 適用) O(1993)
ドイツ銀行 X(2001,そ れ 以 前 はIFRS) O(2001)
ドイッ取引所 x(200a) X
ル フ トハ ンザ X(1998) X
ドイ ツ ポ ス ト X(1999) X
ドイ ツ テ レ コ ム Uberleitung(1998) X O(199fi)
イー オ ン X(2001) O(VEBA)
フ レゼ ニ ウス メ デ ィ カ ル ケ ア X(1996) O(1996}
ヘ ンケ ル X(1996) X
イ ン フ ィ ニ オ ンテ ク ノ ロ ジ ー ズ x(2000 O(zOOO>
リ ンデ X(2001} X
マ ン X(1998) X
メ トロ X(2000) X
ミュ ンヘ ン再 保 険 X(1999) X
RWE X(1998/1999) X
.. X{1998) O(199$)
シ ェ ー リ ング x(2000) nurfiirdasUS-Listing(2000) O(2000)
シ ー メ ンス X(1999/2000} O(20a1>
テ ィ ッセ ン ク ル ッ プ X(1998/99) X
TUI X(1998/1999) X
フ ォ ル クス ワ ー ゲ ン X(2000) X
(DRSCの 調 査 分 に つ い て は 原 文 の ま ま掲 載 して あ る が,nurfiirdasUS-Listingは 「US上 場 の た め だ け(の 適
用)」,LTberleitungは 「移 行(transition)」 を意 味 す る。 会 計 基 準 適 用 年 度 お よびNYSE上 場 年 度 は,各 社 の
ア ニ ュ ア ル ・レポ ー ト,Keun&Zillich[2000]S.28.お よび 森[1999]191頁 を参 照 。 な お,Pellens[1999]
S.7.に よ れ ば,ド イ ツ 企 業 初 のIAS適 用 会 社 は プー マ で あ り,1993年 が 適 用 初 年 度 で あ っ た 。)
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の会 計 基 準 適 用 年 度 お よびNYSE上 場 年 度 につ い て も判 明 した 限 りで 記 し て あ る。 な お,URL
も含 め 全 て2005年6月 時点 の 調査 結 果 で あ る。
図一3に よ る と,NYSEに 上 場 したDAX企 業 は,(1)US-GAAPを 全 面 的 に 適 用 して い る か,
(2)IFRSを 適 用 して い な が らNYSE上 場 の た め だ け にUS-GAAPを 部 分 的 に 適 用 して い る か
(IFRS+US-GAAP),(3)HGBを 適 用 して い なが らNYSE上 場 の た め にUS-GAAPを 部 分 的 に適 用 し
て い る か(HGB+US-GAAP)の3タ イ プ に 分 け られ る。NYSE上 場DAX企 業13社 中,(1)の タ イ
プが7社(ダ イムラークライスラー,ド イツ銀行,イ ーオ ン,フ レゼニウスメディカルケア,イ ンフ イニオ
ンテクノロジーズ,SAP,シ ーメンス),(2)の タイ プが4社(ア リアンツ,ア ルタナ,バ イエル,シ ェー リ
ング),(3)の タ イプ が2社(BASF,ド ィッテレコム)あ っ た。 図一2で は明 言 で きな か っ た がSや
は りDAX企 業 に とってNYSE上 場 の影響 は大 きい と指摘 で き よ う。 また,会 計 基 準 適用 年 度 を
見 る と,多 くの企 業 が1998年 以 降 にUS-GAAPあ るい はIASを 適用 し始 め て い る。1998年 にお
け るHGB第292a条 の新 設 が,企 業 の 会 計基 準 選 択 行 動 に及 ぼ した影 響 の大 きさが 分 か る結 果
とな って い る。
で は,DAX対 象 とは なっ てい ない 中小 の 企業 に とって,US-GAAPの 適 用 は どの よ うな意 味 を
持 っ てい る のだ ろ うか 。既 出 のDRSCの 調査 を集 計 す る と,MDAX対 象50社 の 適 用 会計 基 準 の
内 訳 は,IFRS適 用 が28社,US-GAAP適 用 が11社,HGB適 用 も 同 数 の11社 あ っ た。 ま た,
SDAX対 象50社 に な る と,IFRS適 用 が33社,US-GAAP用 が7社,HGB適 用 が10社 とい う
結 果 で あ っ た。 両DAXの 合 計100社 中US-GAAP用 は18社 あ っ た の で,適 用 率 は18%と い
い う こ とに な る。 これ に対 し,IT企 業 な どが 多 いTecDAX対 象30社 で は,US-GAAP適 用 は18
社(IFRS適 用 は10社,HGB適 用 は2社)と な り,比 率 は60%ま で 跳 ね 上 が る。 こ の 状 況 を 次 の
図一4に 示 す 。
TecDAX企 業 に は なぜUS-GAAP適 用 企 業 が 多 い の だ ろ うか 。 こ こ でPeemollerら に よっ て 行
わ れた調 査 を紹 介 す る(Peemoller[1ggg]S.1103-1108.)。 この調 査 は,旧 ノ イ ア ・マ ル ク ト上 場企
業 に対 して ア ンケ ー トを送 付 し,そ の 回答 を集計 ・分析 す る とい う形 式 で 実 施 され た もの で あ
る。 彼 らの調査 の 中で,「IASあ るい はUS-GAAP適 用 決 定 の動機 」 につ い ての 回答 結 果 が興 味 深
い。 こ の 問 い に対 して,IAS適 用 企 業 の多 くがIAS選 択 の動 機 と して い る に もか か わ らずUS-
GAAP適 用企 業 で は 回答 率 が0%で あ っ た動 機 項 目 と,US-GAAP適 用 企 業 の 多 くがUS-GAAP
選択 の動機 と して い る に もか か わ らずIAS適 用 企 業 で は 回答 率 が0%で あ っ た動 機項 目が あ っ
た 。 そ れ らの動 機 項 目 を,こ こ で取 りあ げ て み た い。 まず 後 者 の,IAS適 用 企 業 の 回答 率 が
0%だ っ たUS-GAAP適 用 動 機 に(1)「 国際 的 な市 場へ の上場 ・拡 張 目的」 と,(2)「 有 力 な ライバ
ル(We廿bewerber)の 財 務 諸 表作 成実 務 」 が あ っ た。 これ に対 して前 者 の,US-GAAP適 用 企 業 の
回答率 が0%だ っ たIAS適 用動 機 に(3)「 財務 諸 表作 成 選択 権 の 総数 」 が あ った 。
DAX対 象 企 業 の よ うな大 企業 は,す で に見 て きた よ う に(1)の 理 由 が 高 い 確 率 で あ て は ま っ
た。 これ に対 して,TecDAX対 象 の よ うな情報 技術 を共 通 の得 意分 野 とす るIT関 連 企 業 は,(2)
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図 一4TecDAX30企 業 の 適 用 会 計 基 準
































の 理 由が 多 か った のが 特徴 的 で あ る。 これ は,「 ラ イバ ル との比 較 可 能性 」 とい う動機 につ い て
も,IAS適 用 企 業 の選択 率 よ りUS-GAAP適 用 企 業 の選 択 率 の方 が 高 い(38.g%>25.0%)こ とか
らも伺 え る。 また,選 択 率 の差 が 注 目 され た もの に,「PR手 段 と して の 年 度 決 算 書 利 用」 が あ
る。 この動 機 がIAS選 択理 由 と回答 したIAS適 用 企 業 は35.3%だ った の に対 し,US-GAAP用
企 業 は 実 に77.8%に の ぼ っ た。以 上 よ り,US-GAAP適 用 理 由 の キ ー ワ ー ドは,「 国 際 市 場
(NYSE)へ の上場 」 「ライバ ル」 「PR」 で あ り,こ れ らの優 先 順 位 は企 業規 模 や 企 業 の性格 に よっ
て異 な る こ とが考 え られ る。
同 じ調査 に お い て,IAS適 用 の 理 由 と して注 目さ れ る の が,「IASの 選 択 権 の 多 さ」 とい う理
由 で あ る。 こ れ は ま た,「(IAS採 用 の)62.5%は,US-GAAPに 対 して(IASを),緩 い 規 則(we,
nigerstrengeReglementierung)と して,さ らには存 在 す る財務 諸 表作 成 選択 権 を有 利 な点 として言
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及 した」(Peemoller[1999コS.1106.)と 指 摘 され て い る。 回 答 年 数 の古 さは あ る に して も,収 敏 前
のIASは 選択 の 幅が 非常 に広 く,結 果 と してHGB適 用 とそ れ ほ ど相 違 の ない 数値 を生 み 出 し得
た こ とが推 察 され る。 あ るい は,HGBの 選択 権 とIASの 選択 権 を フル活 用 し,選 択 した会 計 政
策 を結 果 的 に両基 準 に合 致 させ る こ とが 可 能 だ っ た と も考 え られ る。つ ま り多 くのIAS適 用 企
業 は,「IASと 従 来 の ドイ ツ会 計 報 告 の心 理 的 な 近 さ(geistigeNahe)」(Peemoller[lggg]S.1106.)
か らIASの 適用 を選択 して い た こ とが推 察 され るの で あ る。別 な調 査 に お い て も,IAS選 択 の動
機 と して 「HGBと の 近 さ」(Spanheimer&Koch[2000]S.238.)が あ げ ら れ て い た こ とが 注 目 さ れ
る。
上 述 の調 査 か ら次 の こ とが 指摘 で き よ う。US-GAAPの 適用 につ い て は企 業 規模 に よ り異 な る
もの の,比 較 的 明確 な理 由 が存 して い た11)。 大 企 業 に つ い て はNYSE上 場,中 小 企 業 につ い て
は ライ バ ル 会 社 との 関係,ま た そ れ に基 づ くPR効 果 が 主 要 因 と考 え られ る。 しか しなが ら,
IASの 適 用 につ い て は,US-GAAPの 適 用 動機 ほ ど明確 で積 極 的 な理 由 に乏 しか っ た12)。 た だ し
理 由 は一 見 消極 的 なが らも,一 旦IAS適 用 を選 択 した後 は そ の 選 択 権 の総 数 を,言 い換 え れ ば
会 計 政策 が比 較 的 自由 に とれ る とい うメ リッ トを,で き得 る 限 り活用 した こ とが考 え られ る。 次
章 で は,そ 岨S(IFRS)樋 用 して い たWお よびバ イ エ ル グ ル ー プ に つ い て,さ ら にHGB
を:.し て い た ドイ ツテ レコム グル ー プ1こっ いて個 別 分析 を行 っ て い く。 そ の 際,Wに っ い て
はHGBとIFRSの 相 違 に,バ イエ ル につ い て はIFRSとUS-GAAPの 相 違 に,ド イ ツテ レ コム に
つ い て はUS-GAAPとHGBの 相 違 にそ れ ぞ れ着 目 し て分 析 を行 う。 最 後 に,DAX企 業 が2004
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































4.VW,バ イエル,ド イツテ レコム各 グル ープ にお ける会計戦 略
一基準間の相違に着 目して一
まず,比 較的最近IFRSを 適用 したWグ ルー プを姐上 に上 げたい。Wカ §IFRSを 適用 し始
めたのは2000年 度 か らであ る。この年 に資産 ・資本 ・利益 とも急激 に増加 してい るが,こ れ は
HGBか らIFRSへ の適用会計基準 変更が もた らした影響 が大 きかった と考 えられ る。この影響
は,1998年 度 にお けるロールスロイス,ブ ガ ッティ,ラ ンボルギー二等 の相次 ぐ買収 に よ り,
会計数値 の上 では大 きい ものがあった。IFRS適 用初年度 におけ る資産 ・資本 ・利,益等の会計数
値増加率 は,乗 用車販売数 な どの増加率 に比 して大 きい ものだ った。 これ らの事情 を,以 下 の
図一6で 明 らか にしてある。
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(出所)各 表 ともVW[2003コF&F.pp.68-69.よ り作成
VWの 会 計 戦 略 につ い て は,HGBとIFRSと の相 違 に注 目 しなが ら進 め てい きた い。VWは,
HGBとIFRSと で異 な る会 計 処 理 を以 下 の よ うに ま とめて い る(VW[2004]FS.p.51.)。
HGBと 異 な る,IFRSの 会計 政 策 お よび連結 方法
・IAS38に 従 って ,開 発 製 品 の 製 造 が フ ォル クス ワー ゲ ン グル0プ に と り将 来 の 経 済 的 便 益
とな る よ うな らば,開 発費 は無 形 固定資 産 と して資産 化 され る。
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・ 年金引当金は,LへS19で 公表 された ように,将 来の昇給が考慮 され る予測 単位積増方式 に
より決定 される。
・ 据置保守(deferredmaintenance)に 対する引当金は認め られない。
・ 中長期引当金 は現在価値で表示 され る。
・ 有価証券 は,た とえ原価 を超過 し当該影響額が損益計算書に計上 されようとも,一 般的に公
正価値 で記録 される。
・ 繰延税金 は
,貸 借対照表負債法 により決定 される。損失繰越 に対 しては,そ れ らが使用可能
であるようならば,繰 延税金資産が認識 される。
・ デ リバ テ ィブ金融 商 品は,た とえ原価 を超過 しようと も,公 正価値 で認 識 され る。将 来
キ ャッシュ ・フロー をヘ ッジす るための金融商品に対す る評価損益 は,持 分 における特別な
剰余金に より認識 される。そのような契約か ら生ず る損益 は,相 応する満期 日に損益計算書
において記録 される。対照的に,貸 借対照表項 目をヘ ッジす るためのデリバ ティブ金融商品
の評価か ら生ずる利得 ・損失は,損 益計算書 において即座 に記録 される。
・ 金庫株 は資本金および剰余金 と相殺 される。
・ 外貨 に より値付 け された売上債権や仕入債務 は,不 同原則(imparityp血ciple)に はよらず
に,貸 借対照表 日の中間 レー トによ り評価 される。
ここで,VWが あげ なかったHGBとIFRSの 相違 につ いて知 るために,バ イエ ルが有価証券
報告書13)で記述 していた ドイツGAAP14)とIFRSと の相違 につ いて も表示 してお きたい。なお,
VWの 記述 と重複する ものについては省 略 してある。 また,2003年 度版 の報告書 であるため,
旧規定 に則 った記述箇所 も存す る。
ドイツGAAPとIFRSと の差(「重要な会計方針の要約(BAY[2003]有 報,第6-4)」 から)
・ 目的;IFRSに 従 って作 成 された財務書類 は,投 資家が意思決定の根拠 とな り得 る情報 を提
供することを目的 としている。
・ 商法 ・税務 との関係;IFRSは 厳格 な分離 を規定 している。
・ 引当金;IFRSで は第三者 に対す る負債 に対 してのみ設定可能であ り,費 用 に対す る引当金
は認め られない。
・ 実現利益 の定義;IFRSで は ドイッGAAPと は異なる定義が 一部用い られる。
・ 認識お よび評価 の選択肢;IFRSで はHGBよ り狭 く定義 される。
・ 注記;IFRSで はより広範に必要 とされる。
・ 有価証券;IFRSは 終値提示,ド イツGAAPは 不 同原則。
・ 外貨建債権債務;IFRSは 終値提示,ド イツGAAPは 不同原則。
・ リース資産;IFRSで は付帯 リスクお よび報酬 を負 う当事者が認識す る。
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・ 資本連結 によ り生 じる暖簾i;IAS第22号 は
,1995年 以降 に取得 した暖簾 は資産計上 し,定
期的 に償却 されなければな らない と規定 してい る。 ドイツGAAPの もとで は,暖 簾 は利益
剰余金 と相殺す ることができる。
・ 少数株主持分;IFRSで は貸借対照表上 で株主持分 とは別個の項 目として表示する。
・ 少数株主持分損益;IFRSで は損益計算書で個別に認識 される。
・ 年金引当金;ド イツの税金に基づ く方法は認め られていない。
・ 繰延税金;IFRSで は,期 間差異全 てに関 して繰延税金 を認識する よう要求 してい る。繰延
税金 は繰越欠損金 に関 しても認識 されなけれ ばな らない。 ドイツGAAPは,繰 越 欠損金か
ら生 じる繰延税金資産の資産計上 を容認 していない。
以上の ようなHGBとIFRSと の相違の うち,vWが 最 も効果 的に使 って きた もの として開発
費の資産化があげ られる。VWは,開 発製品の製造が将来の経済的便益 となるような らば,開 発
費は無形固定資産 として資産化 して きた。具体的 には,2004年 度 におい ては約15億 £(研 究開
発費の約36%)を,2002年 度 におい ては実 に約25億 名(研 究開発費の約56%)を 資産化 してい た
(W[2004]MR.p.24.他)。 従来 よりWに っ いては,利 益状況が芳 しくない ことがUま しば指摘
されて きた。つ ま りVWは,苦 しい決算 の中,IFRSを 効果的に活用 して利益 を捻 出 していた と
考 えられる。ただ し,単 純 に利益 を捻 出するような会計戦略 をとり続けてい く訳ではない。例 え
ば,2004年 度 よりVWは1AS第38号 を早期適用 しているが,こ れは 「一定の開発 費構成部分 は
もはや資産化 され ない」(W[2004]MR.p.13.)た め,旧IAS第8号 に よる2003年 度 の開発費資
産化数値を遡及修正 しなければならなかった。その差額 は実 に343百 万£にのぼるものだった。
VWはIASBの 改善 プロジェ外 を,「IFRSとUS-GAAPと の収敏 を達成す るため」(W[2004]
FS.p.44.)と 見 てお り,両 基準 の収敏状況 を見据 えての会計戦略であったこ とが推 察 される。以




























Wは 収鋤 の 班Sに つ いて は,HGBで は認め られなかった開発費の資産化処理 を相 当横
活用 していたことになる。収敏過程 の状況 を踏 まえて,そ の資産化率 を落 としていったこ とが上
表か らも分 かる。 しか しなが ら,VWを め ぐる経営環境 が この間 に劇的 に改 善 された訳で はな
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か った。 開発 費 資 産化 率 の下 落 とバ ー ター にVWが 選 択 した会 計 政 策 に,IAS第36号 の早 期 適
用 が あ った(VW[2004]MR.p.12.)。 これ に よ り無 形 固定 資 産 は償 却 され な くな り,償 却 費負 担
を排 除 す る こ とが で きたの で あ る。 これ まで のVWの 会 計 行 動 か ら,次 の よ うに考 え る こ とが
可 能 とな ろ う。 企 業(VW)は 最 初 か ら会 計 基 準 間 の相 違(こ の場合 はHGBとIFRSの 相違)や,特
定 会 計基 準(IFRS)の 柔軟 性 を活 用 し よう と考 え て い た訳 で はな か っ たか も しれ な い。 た だ し,
一 旦 適用 した会 計 基準(IFRS)の 枠 内 にお い て
,あ る一 定 の会計 戦 略(こ の場合は利益額の確保)が
達 成 し得 る よ うな会計 選択 行 動 を とる こ とが推 察 され るの で あ る。
次 に,HGBとIFRSの 相 違 の み な らず,IFRSとUS-GAAPの 相 違 も開 示 して い る企 業 に既 出
のバ イエ ル グ ル ー プ が あ る15)。 バ イ エ ル は,IFRSとUS-GAAPの 相 違 を,SEC提 出書 類 であ る
Form20-Fの 中 で調 整計 算 と して詳 細 に記 述 して い る。 こ こで は,2003年 度版Form20-Fの 調 整
計 算 過 程(BAY[2003コF20,F,67～F・g5)を 追 い な が ら,IFRSとUS-GAAPと の相 違 につ い て 考 察
して い く。 なお 脚注 注解 で は,筆 者 の コメ ン トも挿入 して あ る。





















































2000年 度において,IFRSとUS-GAAPに は95百 万£の相違が生 じていた。デ リバ テ ィブに関
してはUS-GAAPの 方が損益 を早 く認識 していた こ とになるが,こ れ は期 間的 なズ レにす ぎな
かった。調整計算は2001年 度で終了 し,2002年 度か らは両・基準 による測定値が一致 している。
IFRS
US-GAAP









b売 却 可 能金 融 資 産(F-6g)
売却 可 能 金融 資 産 の未 実現 損 失計 上 は,IFRSに よ れ ば,市 場 価値 の下 落 が 永 続 的 で あ る(per-
manent)と 見 な さ れ る場 合 に 限 られ る。 これ に対 して,US-GAAPに よれ ば,一 ・時 的 以 外(other一
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than-temporary)と 判 断 され る場 合 に計 」二され る。バ イエ ル の 方針 で は,6ヶ 月 以上 継 続 して帳 簿
価 額 の20%を 超 え る 下落 が あ る場 合,当 該 損 失 を計 上 す る こ とに な って い る。 この 相 違 額 に つ
いて も,2003年 度 に は解 消 されて い た。
c企 業 結合(F-69)
IAS第22号 の採 用(1995/01/01,1993年 改訂)以 前 は,そ の 当時 のIASに よ り,暖 簾 を持 分 との
相殺 に よ り償 却(write-off)し て い た。 この手 法 はHGBで も認 め られ て い る。LへS第22号 の採 用
以 降 は,相 違 は1995年 度以 前 の暖 簾 の償 却 をめ ぐる もの だ け とな っ た。2002年 度 にお い て,新
規定 のUS-GAAP(SFAS第142号)に よ り,暖 簾 や 耐用 年 数 が 確 定 しな い 無 形 固定 資 産(具 体的に
は 「バイェル ・クロス」)16)の 償 却 は行 われ な くな り,代 わ って減 損処 理 が 導入 され た。 これ に よ り
2002年 度 お よび2003年 度 にお い て は,IFRSに よ り償 却 さ れ た 暖簾 が,そ れ ぞ れ194百 万 £ と
199百 万 ・e足 し返 され て い る。 バ イ エ ル ・ク ロス の償 却 費 に つ い て は,両 年 と も11百 万 £ で
あ っ た。2003年 度 にお い て,バ イエ ル は,通 常 の 償 却 費 計 算 に 加 え て,1990年 度 に取 得 した
Polysar社 関 連 の暖簾 を182百 万 £償却 す る こ とを策定 した。 これ は,IFRSで は無 理 で あ った が
US-GAAPな ら可能 だ った分 と考 え られ る。2003年 度 のU5-GAAPへ の調 整 計 算 は次 の通 り。
規則 的暖 簾償 却 費(199)の 足 し返 し+バ イ エ ル ・ク ロス の償 却 費(11)の 足 し返 し 一US-GAAP
で の み可 能 なPolysar社 関連 暖簾 の償 却 費(182)=28
d退 職給付引 当金(F.70～F」71)
IFRSとUS-GAAPと の調整 は,次 の三つ よ り構 成 される。① 未認識移行時差 異。バ イエ ルグ
ループは1994年 度 に調整計算上SFAS第87号 を採用 してお り,こ の時 に移行時差額 が238百 万
£発生 した。 当該額 を従業員 の平均残 存勤務 年数 で均等償却 して きた。②IAS第19号 による資
産制限(assetlimitation)。 これはSFAS第87号 では要求 されていない。③SFAS第87号 による追
加最小負債 。これはIAS第19号 では要求 されていない。 費用計算 に対 しては①が影響 して きた
が,2003年 度で調整は終了 した。負債計算 に対 しては,特 に② の資産制 限に より,IFRSの 方が
US-GAAPよ り退職給付債務が多額に なる結果 となってい る。Form20-Fに 示 され た退職給付費
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e仕 掛 中の研究 開発 費(F・71)
US-GAAPに よれ ば,当 該技術 が将 来 において代替 的な使用 がで きない等 の確認 が なされれ
ば,研 究開発費は即時一括償却 される。 これに対 しIFRSで は,一 定 の要件 を満たせば,開 発費
は資産計上 される。2002年 度 において,合 併に よ り生 じた仕掛 中の研 究 開発 費は133百 万£で
あ った。 これ はIFRSで は認識 されるが,US-GAAPで は認識 されなか った分 としてマイナス調
整 され る。2003年 度 には,IFRSに よ り資産計上 された当該分 の償却 が12百 万£生 じていた。
よって同額がUS-GAAPへ の調整において加算 された。
f資 産減損(F-71)
IFRSとUS-GAAPと では,減 損 テス トにおける兆候が異 なる。IFRSで は,正 味売却価額 と使
用価値の うち高い方の価額である回収可能価額が帳簿価額 より低 い場合,兆 候があ ると見なされ
かつ 当該価 額が 資産減損 と して認識 され る。 これ に対 しUS-GAAPで は,SFAS第144号 に よ
り,二 段階モデル(twostepsmodel)が とられる。第一段階では,割 引前(undiscounted)キ ャッシュ ・
フロー合計額 と帳簿価額が比較 され,前 者が後者 を下回る場合 にのみ減損の兆候あ りとされる。
第二段階 における減損損失額の測定は,IFRSと 同一である。
2002年 度において,バ イエルはIFRSに より205百 万£の資産減損 をポ リエステル事業 に対 し
て認識 していた。 ところが,当 該分の割引前キ ャッシュ ・フロー合計額 は帳簿価額 を上回ってい
たため,USGAAPで は認識 され ない とい う結果 に なった。従 ってUS-GAAPへ の調 整のために
は,同 額 を足 し返す必要 があった。2003年 度 にお いては,同 額 がUS-GAAPに おい て も認識 さ
れ,さ らに,後 述する 「戦略的再編成」 に関連 して218百 万£の固定資産減損 がUS-GAAPの も
と追加 的に認識 され る。資産減損 につい て言 える こ とは,IFRSの 方が識 閾(threshold)は 低 い





US-GAAPへ の 調 整+205-360(+63-218--205)
9そ の他 の従業員給付(早 期退職プログラム),お よびhそ の他(共 にF-72)
ここで は,特 に早期退職プ ログラムの取 り扱 いが焦点 となっている。IFRSに よれば,当 該給
付債務 に対 しては,即 時発生処理が要求 され る。 これに対 してUS-GAAPに よれば,従 業員 の平
均残存勤務年数 にわたる処理が要求 される。 さらに,対 象 となる従業員 の範 囲 も異 なる。IFRS
によれば,当 該プログラムに参加 している者だけでな く,将 来参加す ると思 われる従業員 までも
がその範 囲となる。対 してUS-GAAPに よれば,当 該 プログ ラムへの参加 につ いて同意書に署名
した従業員に限定 される。総 じて言 えることは,従 業員給付費用 に対 しては,IFRSの 方が認識
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時点 ・範 囲 ・金額 につ いてUS-GAAPよ りそ れぞ れ早 く ・広 く ・大 き くな る傾 向 が あ る。 そ の他
の相 違 と して は,リ ス トラ クチ ャ リ ング関連 費用 と持 分 報酬 が あげ られ て い る。
以 上,バ イエ ル の2003年 度Form20-Fに お け る調 整 計 算 か ら,IFRSとUS-GAAPと の相 違 に
つ い て具体 的事 例 ・数値 と共 に考 察 した。2002年 度 お よび2003年 度 に お け る調 整 計 算 上 の相 違
の 原 因 は,主 に資産 減損 と退 職給付 債 務 に よる もので あ っ た。特 に資産 減 損 は ,バ イ エ ルの 「戦
略 的再 編成(strategicrealignment)」(BAY[2003]F20,F-73,)に よる もの で あ った。 こ こでそ の戦 略
的再 編 成 につ い て,具 体 的事 例 ・数 値 と共 に以 下で 見 て い く こ とにす る(BAY[2003]F20,F・73.～
F-75.)0
2003年 度 にお い て,バ イ エ ル は,戦 略 的再 編 成 分 と して286百 万 £ の暖 簾 減 損 と711百 万 £
の無 形 固定 資産 減損 を計 上 した。 暖簾 減 損 の うち,そ の 殆 どを 占め るのが プ ラスチ ック ・ゴム セ
グ メ ン ト(185百 万£)と 化 学 製 品 セ グ メ ン ト(89百 万£)で あ った。 これ らの セ グメ ン トの2002
年 度 にお け る減 損額 はゼ ロで あ った。 また,戦 略 的再 編成 に よ る無形 固定 資 産 の 減 損損 失 は711
百万 £ に達 した に も関 わ らず,2001・2002年 度 と も当該 損 失 は ゼ ロ で あ っ た 。す な わ ち,バ イ
エ ル の2003年 度 決 算 にお け る巨額 赤 字(1 ,361百 万£)は,戦 略 的再 編 に よ る暖 簾 お よび 無 形 固
定 資産 に対 す る突然 の 巨額 損 失 計上 が原 因 だ った と確 認 で きる。2003年 度 の 無 形 固 定 資 産 償却
額(減 損額を含む)が 突 出 した額 であ っ た こ とは,以 下 の経 年 変化 か らも明 らか であ る。
無 形 固定 資 産 償 却 額(減 損 額 を含 む)の 経 年 変 化(2004年 以 降 はバ イエ ル 側 の 見 積 額,単 位 百 万 ゼ)
20012002200320042005200620072008
5538521,570631608585561539
(出所)BAY[2002]お よ びBAY[2003]F20,F-74.よ り作 成
2003年 度 決 算 にお い て 巨額 赤 字 を生 み 出す 主 要 因 とな って い た プ ラス チ ック ・ゴ ムセ グ メ ン
トお よび化 学 製 品 セ グ メ ン トは,別 事 業 体(後 にランクセス と命名)と してス ピ ン オ フ され る予 定
で あ っ た。 儲 か らない部 門 をグ ルー プか ら切 り離 そ うと したの で あ る17)。 さ らにバ イエ ル側 はス
ピ ンオ フ対 象 事業 を,会 計 区 分 と して は非 継続 事 業 分 と して2003年 度 中 に計 上 した い とい う会
計 戦 略 が あ っ た(BAY[2003]F20,F-76.)。 そ こで,次 に非 継 続 事 業 に対 す る会 計 処 理 につ い て も
見 て い きた い。
ラ ンクセ ス は,2003年 度 にお いてIFRSに よ り非継 続 事業 と認 め られ る。 ラ ンクセ ス は,化 学
品事 業 な らび に高 分子 材 料 事 業 の 一部 が統 合 され独 立 法 人 と して 再 編 さ れ た もの で あ り,2005
年初 頭 まで に上場 され る こ とが 決 定 して い たユ8)。ところ が,SFAS第144号 は ス ピ ンオ フ取 引 が
行 われ て初 め て,当 該事 業体 が 非継 続 事 業 と して 報告 され る こ とを規 定 して い る(BAY[2003]F
20.F-76.Jデ ロィ ト・トウシュ ・トーマツ[2004]512頁)。 しか しな が ら,ラ ン クセ ス は,2003年12
月31日 現 在 で は ス ピ ンオ フ され て い なか っ た た め(実 施は2005年 度),US.GAAPに よ れ ば2003
年 度 にお い て は非 継 続 事 業 と して は認 識 され な い こ とに な る(BAY[2003]F20,F-76.)19)。 つ ま り
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バ イエ ル が,ス ピ ンオ フ予 定 の ラ ンクセ ス を2003年 度 中 に非 継 続事 業分 と して認 識 し,か つ 当
該 事 業 に お け る減損 損 失 を計 上 した い な らば,こ れ らの処 理 が可 能 で あ るIFRSの 適用 こ そ グ
ルー プの 会計 戦 略 と符 号 してい た こ とに な る。
結 果 と してバ イエ ル は,2003年 度 決算 で1,652百 万 £ もの損 失 を非 継 続 事 業 分 と して 計上 し
た(BAY[2003]F20,F3.)。 これ は既 述 の よう に ラ ンクセ スの ス ピ ンオ フ対 策 が 主 た る要 因であ っ
た。 注 目 され る の は,も しIFRSで は な くUS-GAAPを 採 用 して い た な らば,バ イエ ル は この戦
略 的損失 額 を非継 続事 業 分 と して計 上 で きなか った とい うこ とで あ る。 バ イエ ル は2002年 度 に
NYSEに 上場 して お り,IFRSを 適用 会 計 基 準 とす る限 り調 整 表 の作 成 コス トが 毎 期 発 生 す る こ
とに な る。 に もかか わ らずIFRSを 適 用 す る意 味 が,少 な くと もラ ンクセ ス に 関す る 巨額減 損 損
失 を非 継続 事 業分 と して計 上 す る際 にはあ っ た こ とに なる。 ここか ら,企 業 は… 旦 選択 した会 計
基準 内で,で き得 る限 り自己 の会 計 戦略 を遂行 しよ う とす る と考 え る こ とが可 能 で あ る。
最 後 に,IFRSを::会 計基 準 と したWや バ イエ ル と異 な り,HGBを 採 用 して い たD巫 企
業 と して ドイ ツ テ レ コ ム グ ル ー プ を取 りあ げ た い 。 ドイ ツ テ レ コ ム は,2002年 度 純 損 失 約
24,587百 万 £ とい う ドイ ツ企 業 過 去最 大 の赤 字 を計 トした。 この後,2003年 度,2004年 度 とV
字 回 復 を 成 し遂 げ た(2003年 度純利益約1,253百 万も,2004年 度約4,634百 万L)。 ドイ ツ テ レコ ム
は,NYSE上 場 企 業 で も あ る た め,2004年 度 の ア ニ ュ ア ル ・レ ポ ー トに お い てHGBとUS
GAAPと の差 を開示 して いる(DT[2004]pp。203-204.)。 まず これ を次 に示 す。
HGBとUS-GAAPと の差
・ 使用 目的不動産(土 地 ・建物等)の 評価。HGBは 評価減(write-down)を 行 う。
・ 不動産セール ・アン ド ・リースバ ックの処理。HGBは オフバ ランス処理 を行 う。
・ 暖簾の評価 と減損処理。2004年 度 において,一 部特定報告単位 においてUS-GAAPを 適用す
るが,原 則的に定額償却す る。
・UMTSラ イセ ンス に対する処理。HGBで は取得後即定額償却開始。USGAAPで はサー ビス
に供 されてか ら初めて開始す る。
・ 設備建設 に関す る利息の処理。HGBは 費用処理,US-GAAPは 資産 として計上す る。
・ 予定外 の償却。HGBで は当該償却理由が消滅 した場合,戻 入 を行 わなければな らない。US-
GAAPで はこのような資産再評価 は認め られない。
・ 希薄化利益 の範囲。HGBで は現金取 引のみ。US-GAAPで は現金取 引だけでな く非現金取引
もその対象 となる。
・ 複合要素契約による収益認識。HGBは 基本的に単純 な実現主義 に よる。US-GAAPで は,各
要素の公正価値 に基づいて合計契約額 を配賦する。
・ 繰延税金の処理。HGBよ りUS-GAAPの 方が対象が広い。例 えばtaxfree期 間における一時
差異や繰越営業損失が利用 で きると予想 される将来期間において戻入が予想 される一時差異
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は,HGBで は認識 しな いの に対 して,US-GAAPで は全 て 認識 す る。
・ そ の他(自 家開発ソフ トウェアの資産化処理
,有 価証券未実現損益 アセ ッ トバ ック証券化の評価,デ
リバティブお よびヘ ッジ会計処理,追 加最小年金債務,資 産除却債務〈2003年 度より〉等)
上 記 の通 り ドイ ツ テ レ コム は,暖 簾 お よび無 形 固 定 資 産 に対 して は定 額 償 却 とい うHGBに
従 った処 理 を行 うの が原 則 的 処 理 だ っ た。 ところ が,巨 額 赤 字 を計 上 した2002年 度 決算 に 際 し
て は,US-GAAPを 部分 適 用 して い た((DT[2002]p.185.)。 この 処 置 を ドイ ツ テ レ コ ム は 「戦 略
的再 検 討(strategicreview)」(DT[2002]p.34.,116.)と 称 して い た。 こ こ で,こ の 戦 略 的 再 検 討 の
内容 を詳細 に見 てい くこ とにす る。 まず,戦 略 的 再検 討 は2002年 度 第三 四半 期 に行 わ れ た もの
であ り,そ の結 果 と して 主 に暖簾 お よび ラ イセ ンス とい う無 形 固定 資 産 を対 象 と した不 規 則評 価
減(n。rescheduledwrite-down)が 行 われ た(DT[2002]p.116.)。 金 額 的 に最 大 を占 め た もの に,下 記
に見 る ようにT-MobileUSAの モ バ イル コ ミュニ ケ ー シ ョンライ セ ンス の償却 が あ っ た。 戦略 的
再検 討 の結 果 た る無 形 固定 資産 の 巨額 償却 は,ド イ ツテ レコム取 締役 会 に よ って承 認 ・実行 され
た とい う こ とも明記 され てい る(DT[2002]p.--6.)。 こ こで,2002年 度 にお け る ドイ ツテ レコ ム
が行 っ た有 形 お よび無形 固定資 産 の償 却 につ い て,そ の総 額 と共 に戦 略 的 再検 討 に よる額 を下 記
に示 す 。
有 形 お よ び無 形 固 定 資 産 の 総 償 却 額(単 位;十 億 ゼ,2002年 度)
内,戦 略 的 再 検 討 の 影 響 額
T-MobileUSAの 暖 簾 償 却
BenNetherlandB.V.の 暖 簾 償 却
TSystemsの 暖 簾 償 却
T-MobileUSAの モ バ イル コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン ラ イ セ ンス の 償 却
TMobileUKのUMTSラ イ セ ンス の 償 却










上記 か ら明 らかな ように,通 常 の減価 償却費 を含 む総償却額約36.9十 億£の うち,実 に約6
割 もの約21.5十/1L:1¥が 戦略的再検 討か ら生 じた額 だ ったので ある。影響額 の殆 どを占めるの
が,T-MobileUSAの モバイル コ ミュニケーシ ョンライセンスの償却お よびT-MobileUSAの 暖
簾償却であった。 これ らの額を計上す るため に,ド イツテ レコムはUS-GAAPの 減損処理規定 を
一時的に適用 したのである。 この会計政策は,ど の ような戦略か ら要請 されたのであろ うか。
実はこの戦略的再検討の実行 時期 は,ゾ マー元 ドイツテ レコム社長の2001年7月 における辞
任 と時を同 じくした ものだった。 ゾマー元社長の辞任 は,経 営 の失敗 というよ り,ド イツテ レコ
ム株 の急落を受け,政 府 よ りその責任 を負 わされた とい う見方が一般的である。つ まり ドイツテ
レコムの戦略的再検討 とは,ゾ マー元社長の辞任 時にあわせ彼 の責任 という形 で巨額損失 を計上
し,な おかつその後のV字 回復 を確実な もの とす る会計戦略であったことは明 らかである(戸 田
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[2004b]参 照)。 この会 計戦 略 を実行 す る た めに 目をつ け られ たの が,T-MobileUSAと い う米 国
事 業 の暖 簾 お よび無形 固 定 資産 で あ った 。 これ らに対 して は元 々,「 ドイ ツ テ レコム の社 内的 な
誤 りの一 番重 要 な もの は,ア メ リカの ヴ ォイスス トリー ム とパ ワー テル の買 収 が高価 で あ った こ
と」(タ ンネル ト[2003]166頁)だ とい う批 判が 存 してい た。 しか も,HGBに 従 うな らば暖 簾 償 却
費が 毎 期 発 生 し,長 期 にわ た る利 益 圧 迫 要 因 とな る はず だ った 。従 っ て,将 来 のV字 回 復 を確
実 な もの とす るた め に も,HGBに よ る規則 償 却 で は な くUS-GAAPに よる 巨額 の減 損 損 失 計 上
が ど う して も必 要 だ っ た と考 え られ るの で あ る。 そ こで ドイ ツ テ レ コ ム は,HGBの 枠 を 超 え
て,US-GAAPの 部分 適 用 に よ る減損 計 上 に踏 み切 っ た の で あ る。 ドイ ツテ レ コム は,適 用 会 計
基 準 はHGBと しなが ら も,NYSEに 上 場 して い るた めUS-GAAPも 部分 適用 で きる とい う枠 組 み
(HGB+USGAAP)を 有効 に活用 した と言 え よう。
米 国事 業 の 暖簾 に対 す る処 理 は,2002年 度 にお け るUS-GAAPに よる巨額 減損 計 上 に留 ま らな
か っ た。2004年 度 に おい て,今 度 はHGBに よ り戻 入 を行 う こ とにな った ので あ る。 この点 だ け
で な く,ド イ ツテ レコムの 会計 選択 行 動 を,2004年 度 アニ ュ ア ル ・レポ ー一トに よ り図一7に ま と
め た。 最 も特徴 的 なの は,「 不 規則 償却 につ い ての戻 入(write-up)」 で あ る。 ドイ ツ テ レコム に よ
れ ば,当 該 償却 の 理 由 が消 滅 した後 の会 計 年 度 にお い て,戻 入 を行 うの がG-GAAP(HGB)の 原
則 とい う こ とにな って い る。 これ は お そ ら くHGB第280条 第1項 の 価値 回復 命 令 を指 して い る
もの だ と思 わ れ る。 この 処 理 は む ろ んUS-GAAPで は 認 め られ な い。結 果 的 に ドイ ツ テ レ コ ム
は,経 営戦 略 上 巨額赤 字 を計上 した い時 にはUS-GAAPを 適用 し,そ の後 のV字 回復 時 にお い て
今 度 はHGBに よる戻 入益 を計上 した ので あ る。 ドイ ツテ レ コム こそ,HGB+USGAAPと い う枠
組 み を,最 大 限生 か す会 計 戦略 を とって きた ドイ ッ企業 と言 え るか も しれ ない 。
さ らに言 えば,HGB+US-GAAP+IFRSと い う枠 組 み もあ り得 る こ とに な る。 ドイ ッテ レ コム は
2004年 度 ア ニ ュ アル ・レポ ー トの 「グル ー プ構 成 上 の 重 要 な変 動 」 で 次 の よ う に明 言 して い
る。 「・… ス ロバ キ アの子 会社SlovakTelekom社 は,IFRSに 基 づ い て,2004年 度 にお いて営 業
収 益332百 万 £ お よび 当期 純利 益47百 万 も を計 上 した。」 「ドイ ツテ レコ ムAGは,2004年2月
18日 に,子 会 社TOnlineInternationalAGを 通 して,ス イス のScout24AGに お ける全 ての株 式
を取得 した。」 「… ・Scout24グ ルー プ は2004年 度 にお いて 営業 収益84百 万 ゼ お よび 当期 純 利益
23百 万 £ を 計 上 した。 当 該 数 値 はIFRSに よ り算 出 され て い る。」(全 てDT[2004]p.145.)。 ま
た,多 くの子 会 社(例 えばT-OnlineInternationalAG)の 適 用 会計 基 準 はIFRSで あ り,グ ルー プ と し
ての適 用 会計 基 準 であ るHGBと は異 なる もの であ った。 つ ま り,2004年 度 にい た って は,ド イ
ッテ レコム は グル ー プ と して,HGB+US-GAAP+IFRSと い う枠組 み の 中で 会 計 戦 略 を策 定 し得 た




2004年 度決算 において ドイツテレコムが使用 したG-GAAP例(US-GAAPと 異なる場 合)
項 目 (}GAAPに よる処理
負の営業権 その他の引当金に計上
持分法で評価されている関連会社投資 HGB第312条 第5項 第2号 の評価原則 を適用
追加最小負債(計 上調整額)の 表示 「その他の包括利益 累積額」 項 目が ないため,費 用計上
無形 固定資産
(UMTSお よび米 国のモ バ イル通信 ライセ ンスを含
む)
見積耐用年数にわたり定額で償却
営業権の評価 (}GAAPとUSGAAPは 次の諸 点 で異な る。発 行済株 式お よびス トッ
ク ・オプシ ョンの評価,繰 延税 金 を含む対象 資産 お よび負債の評価,
支払価額計算 に使用 される 日付並 び に買収完 了 と見な され る日付等
営業権の償却 見積耐用年数にわたり定額で償却
有形固定資産の再評価 第 二次 通 信 改革 法(Postreformll)に よ り,1995年1月1日 に ドイ
ツテ レコムAGに 移管 され た もの は,同 日の 時価 に よ り評 価(US
GAAPで は再評価は認め られない)
市場性ある有価証券 低価法により評価
ス トッ ク ・オ プ シ ョ ン HGB第272条 第2項 第1号 の評価 原則 を適用(オ プ シ ョンの付与 日
で はな く行使 日に計 上,対 応す る増資 の額面金額 は資本金 に,超 過金
額 は資本準備金 に計 上)
年金引当金(非 計上分) 第二次通信改革法(PostreformII)に よ り,現 職 お よび退職公 務員 た る
従業員の年金 に対 し,特 別年金基金へ の拠 出が義務づ け られている。
当該拠出金 は発生時 費用 計上 され,年 金 数理計算の対象か らは除外
費用性引当金 HGB第249条 第1項 に よ り計上 。主 に維 持作業 が繰延 べ られ,翌 年
の最初の3ケ 月 間に実施 され る維持費用 の引当金 に関す る もの
デ リバ テ ィブ に係 る未実現損益 非平準原則が適用。未実現損失は発生時に認識されるが,未 実現利益
は実現するまで繰延べられる
モバ イル通信 ライセンス
(主に ヨー ロッパ のUMTSラ イセ ンス)
G-GAAPで は,モ バ イル ・ネッ トワーク建 設に係 る借入債務 の支払 利
息 は費用 計上 され,通 信 ラ イセ ンス の償却 は取 得 時か ら開始(US-
GAAPで は,当 該利 息 は資 産計 上 され,償 却 開始 はネ ッ トワー クが
サー ビス用 に設置 された時点 となる)
予 定外 の償却 につ いての戻入 G-GAAPで は,当 該償却 の理 由が消滅 した後の会計年度 におい て戻 入
を行 わね ばな らない。2004年 度 は,米 国 関連ラ イセ ンスに 関す る評
価 増 を計上(USGAAPで は戻 入は認め られ ない)
2004年 度決算 にお いて ドイツテ レコムが使用 したUS-GAAP例(HGBと 異 なる場合)
項 目 USGAAPに よる処理
営業権の償却
(多額の営業権を計上している子会社に対して)
US-GAAPに 基 づ き,2004年 度 の 減 損 テ ス トに よ り,T一 コ ム お よ び
T一 モ バ イ ル に お い て 減 損 を計 上
年金および類似債務に関する引当金 SFAS第87号 に準 拠 し,予 測単位 積増 法 を用 いて 計算 され る表示 は
SFAS第132号(2003年 改訂)に 準拠
保有不動産の評価 G-GAAPに 基 づ く評価 減 を行わ なか った。US-GAAPで は利用 目的分
類の保有不動産 に評価 減は要求 されない。かつて ドイツテ レコム はG
-GAAPに 基づ く処 理 を行 って いたため,減 価償却費が相違 してい る
(出 所)DT[2004]pp.141-186.,pp.203-204よ り作 成
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5.お わ り に
既述 の ように,ド イ ツを代 表す る大企業 は,IFRS+US-GAAPあ るい はHGB+US-GAAP,究 極
の形 としてはHGB+US-GAAP+IFRSと い う広い選択幅のある枠組みにおいて,自 らの会計戦略 と
齪露 を生 じない ような会計政策を選択 できる可能性 があったことになる。言わば,会 計基準の使
い分けが可能 だったこ とになる20)。この枠組 みを支 えて きたのがHGB第292a条 で あった。同
条文は,一 般 に免責条項,つ まり連結財務諸表作成 において必ず しもHGBを 用いず ともよく,
その代 わ りにIFRSあ るい はUS-GAAPの 適用 を許可す る ものである。 この条文 は決 して,HGB
を適用 しない場 合 に,US-GAAPあ るいはIFRSの 完全適用 を求 めた もので は なか ったので あ
る。そのため結果的に,HGB+US-GAAP+IFRSと い う広い会計基準選択枠 を ドイツ企業 に与 えて
きたと解釈す ることがで きるのである。 これは,従 来 ドイ ツ企業が用 いて きたHGB内 にお ける
選択権 の行使 より,自 由度が高かった ことが推察 される。
さらに言えば,上 記枠組 みの一つであるIFRSそ れ 自体が かな り広い幅 を有 した基準だった。
一言でIFRSと 言 って も
,ま ず会計規制委員会 およびEFRAGに よ り適用 あるい は適用 除外が決
め られ,か つその中か らどの基準 をいかに適用す るかの判断が企業側 に任 されていたのである。
例 えば,改 訂IASに して も,ど れを早期適用 しどれ を早期適用 しないのか とい う判断が企業側
に任 されていた。国際会計基準は,幾 つかの フィル ターにかけ られることによ り相当柔軟 な,つ
まり企業の会計戦略に都合のよい ものになっていた可能性がある。
ただ し,上 述の諸傾 向は不変ではない。 まずHGB第292a条 は2004年12月31日 にすでにそ
の効力 を失ってい る。従 って,HGB+US-GAAP+IFRSと いう枠組活用 は今後制限 され る可能性 が
高い。 また,近 年収敏へ の過程なのか,IFRS自 体の選択幅 も狭 くなって きている。 また,本 年
より改訂IFRSの 強制適用が始 まれば,そ れだけ企業側の選択肢 も狭 まることになる。 さらに大
企業 とは別に,HGBの 完全適用 を行って きた ドイッ中小企業に とっては,IFRS適 用 の強制が会
計数値 を直撃す ることを回避で きない。特 に,退 職給付引当金 を税法規定 により計上 して きた企
業 は,IFRSが 求め る計上基準 に よ り大 幅 な負債 増加 ・利 益低下 を招 くところ も現 れ よう。逆
に,買 収 を頻繁に行 って きた大企業については,暖 簾の非償却化 によ り,今 期増益 が期待 される
企業 も出てこよ う。ただ し,DAX対 象 の ような大企業 に限定 して言 えば,HGB第292a条 の フ
ル活用 により相当程度問題が処理済み となっている可能性が高いことが推察 され るのである。
我 々はHGB第292a条 の意味,も た らした効果 を もう一度新 たな視点か ら見直 してみる必要
があ るだ ろ う。HGB+USGAAP+IFRSと い う枠組 みにお ける会計基準 の選択可 能性 とい う問題
は,立 法本来の趣 旨ではなかったか もしれない。 しか しなが ら結果的に,複 数の会計基準 間の選
択可能性 を担保 して きた ものこそ,HGB第292a条 だ ったこ とになる。ち なみに 日本で も,基
準共通化 問題 を進展 させ る一環 と して,「 海外 子会社 には 日本基準,国 際基準,米 国基準のいず
れか しか認め ない ようにする」(日本経済新聞,2005/7/6,19面)動 きがある と報 じられ ている。た
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だ し基準 間の収敏が進 む中,企 業側の視点 にのみ立って考えるならば,日 本企業に とって ドイッ
企業が享受 して きた ような有効性があ るのかは疑 わ しい。なぜ なら,選 択適用容認の効 果は,そ
れそれの基準に相違がある時 こそ大 きい ものだ と考え られるか らである。
注
1)こ の 転 換 に お い て,後 に公 表 さ れ る ドイ ッ 会 計 基 準(DRSあ る い はGAS)は 一一つ の 支 え と な っ て い た 。
例 え ば バ イエ ル は,「 こ れ ら ガ イ ドラ イ ン(EUガ イ ドラ イ ン,指 令83/349/EEC)の 企 業 側 解 釈 は,ド イ
ッ 会 計 基 準 委 員 会(GASC)の 公 表 したGAS第1号 に 基 づ い て い る」(BAY[2004]p.74.)と 述 べ て い
る。 逆 にGASそ の も の を部 分 的 に適 用 しな い と い う宣 言 が 行 わ れ る こ と も しば しば あ る。 ドイ ッ テ レ コ
ム は次 の よ う に 述 べ て い る。 「一 般 的 に,ド イ ツ テ レ コム は 目 的 適 合 的 な ドイ ツ会 計 基 準(GAS)を 適 用
して い る が,適 用 し な い こ とに つ い て正 当 な理 由 が あ る と確 信 す る場 合 に は,こ れ らの 基 準 を 適 用 しな い
権 利 を保 持 して い る 。 現 在 の と こ ろ,GAS第4号 に よ り要 求 さ れ て い る 資 本 連 結 に 関 す る再 評 価 方 法,
お よ びGAS第10号 『連 結 財 務 諸 表 に お け る繰 延 税 金 』 は適 用 して い な い」(DT[2004]p.142)。
2)HGB第292a条 の 問 題 点 と そ の 意 義 に つ い て は,Keun&Zillich[2000]を 引 用 さ れ なが ら木 下 教 授 が 次
の よ う に 記 述 され て い る 。 「・…,資 本 調 達 容 易 化 法 に も とつ く商 法 典 第292a条 の 免 責 条 項 に よ る 国 際
化 へ の 開 放 が 『立 法 者 の 実 用 主 義 的 な解 決 策 」,『妥 協 的 な 解 決 策 」,『立 法 機 関 の 準 備 不 足 』(S.60.)に も
とづ き と ら れ た経 過 的 な 解 決 策 で あ っ た 等kと 評 され て い る 。 しか し,そ の 一 方 で,商 法 典 第292a条 の
免 責 条 項 の 意 義 は,IAS/US-GAAP基 準 へ の 『最 適 な適 応 戦 略 の 選 択 』(S.79.)を 可 能 に し た こ と で あ 」
る(木 下[2004]102頁)。
3)資 本 調 達 容 易 化 法 の段 階 で は,「IAS,US-GAAPに 準 拠 した 決 算 書(も 容 認 す る)」 とい う具 体 的 記 述 が
あ っ た が,HGB第292a条 で は 「国 際 的 に 認 め ら れ た 会 計 原 則 」 と い う記 述 に な っ て い る。 た だ し,こ
の 「国 際 的 に認 め られ た 会 計 原則 」 と は,IASとUS-GAAPを 指 し た もの と通 常 解 釈 さ れ て い る(Haskins
[2000]p.289.)。
4)会 計 規 制 委 員 会 の よ う な 機 関 に対 し て,ド イ ツ 会 計 基 準 委 員 会(DRSCあ る い はGASC)は 懐 疑 的 だ っ
た こ とが 指 摘 さ れ て い る 。DRSCは,「 そ の よ うな 機 関 がEUレ ベ ル にお い て 創 設 さ れ る こ と に よ っ て,
EUレ ベ ル に の み 通 用 す る に過 ぎ ぬ よ うな 『IAS』 一 本 来 のIASと は似 て 非 な る もの一 が 作 り出 さ れ る こ
とに懸 念 を 表 明 」(奥 山[2002]11頁)し て い た。
5)EFRAGに つ い て は 次 を参 照 し た。http://www.efrag.org/page.html?pidニ3
6)IASの 適 用 除 外 状 況 に つ い て は,倉 田 教 授 が 次 の よ う に 記 述 さ れ て い る。 「2003年9月23日 付 の ヨ ー
ロ ッパ 委 員 会 規 則(No.1725/2003)に よ る と,す べ て のIASを 適 用 しな け れ ば い け な い の で は な く,金
融 商 品 に 関 す るIAS32,39は 適 用 除 外 と な る 。 ま た,改 善 計 画 に よ り2003年12月 にIASBに よ り承 認 さ
れ2005年1月1日 よ り適 用 され るIAS1,2,8,10,15,16,17,21,24,27,28,31,33,40も 旧 バ ー ジ ョ ン を 適 用
す る こ と と され て い る。 同様 に金 融 商 品 に 関 す るSIC5,16,17も 適 用 除外 と な り,SIC1,2,3,6,11,14,19,
20,23,24,30,33も 旧 バ ー ジ ョ ン を 適 用 す る こ と,お よ び 国 際 財 務 報 告 基 準(IFRS)に 関 し て,IFRS
2,3,4は 適 用 除 外 と さ れ て い る 。EUは そ の 後,委 員 会 規 則(No.2086/2004)に よ り,IAS39を 完 全 公
正 価 値 オ プ シ ョ ン とヘ ッ ジ会 計 の 一 部 の規 定 を 除 い て 承 認 し て い る 」(倉 田[2005a]107頁)。
7)ド イ ツ取 引 所 の 調 査 につ い て は 次 を参 照 した 。
http://deutsche-boerse.com/dbag/dispatch/en/binary/gdbcontentpool/importedfiles/publicfiles/10
downloads/36reportsandstatistics/rechnungslegungsstandards160604.xls
8)プ ラ イ ム ・ス タ ン ダー ドとゼ ネ ラ ル ・ス タ ン ダ ー ド とい う 区 分 は,適 用 会 計 基 準 を 中 心 と した 開 示 水 準
に よ っ て 優 れ た 企 業 群 と そ う で な い 企 業 群 を 「選 別 」 す る た め だ と す る 論 調 が あ っ た(口 本 経 済 新
聞,2003/04/13,5面 他)。 これ に 対 して 筆 者 は,両 ス タ ン ダ ー ドの 分 割 は,閉 鎖 予 定 の ノ イ ア ・マ ル ク
ト上 場 企 業 の 「救 済 」 と い う意 味 合 い が 強 く,当 該 企 業 に とっ てIFRSやUS-GAAPの 適 用 は 高 い 障 壁 で
は な か っ た こ と を論 じた(戸 田[2004a])。
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9)FREPに つ い て は 次 を参 照 した 。ht巾://www.frep.info/
10)DRSCの 調 査 につ い て は次 のQ&Aを 参 照 した 。
http://www.standardsetter.de/drsc/faqeng.html#reportingstandardsdax
11)US-GAAP適 用 理 由 を企 業 の歴 史 か ら推 察 す る こ と も可 能 で あ る。 例 え ば イ ン フ ィニ オ ン テ ク ノ ロ ジ ー
ズ(US-GAAP適 用)は,1999年 に シ ー メ ンス(USGAAP適 用)の 半 導 体 部 門 が 分 離 独 立 して 設 立 さ れ
た企 業 で あ る 。 ま た 同 様 に シ ー メ ンス か ら分 離 独 立 したTecDAX企 業 で あ る エ プ コ ス もUSGAAPを 適 用
会 計 基 準 と して い る。 こ れ とは 別 に,合 併 設 立 さ れ た 新 企 業 が 旧 企 業 の 適 用 会 計 基 準 で あ っ たUS-GA紐
を 引 き継 い だ ケ ー ス と し て イ ー オ ンが あ げ られ る。 同 社 はVEBAとVIAGと の 合 併 に よ り で き た 会 社 で
あ る が,VEBA(NYSE上 場)がUS-GAAPを,VIAGがIASを 適 用 会 計 基 準 と して い た。 新 会 社 イ ー オ ン
は,NYSE上 場 を維 持 す る た め に もVEBAが 適 用 して い たUS-GAAPを 採 用 した と推 察 され る。
12)既 述 のPeemollerの 調 査 か ら判 明 したIAS選 択 理 由 は,US-GAAPi択 理 由 ほ ど明 確 で は な い もの の,
大 要 次 の2つ で あ る 。 ①EU企 業 と して 従 わ な け れ ば な らな いEU会 計 指 令 とIASに は そ れ ほ ど差 が 無
い 。 ②IASはUS-GAAPよ り,HGBお よび ドイ ツ税 法 に 近 い 。 ① はEU委 員 会 が お 墨 付 き を 与 え た も の
で あ り,EU全 体 の 方 向性 と一 致 し て い る と企 業 側 が 捉 え た と考 え られ る。 ② に つ い て も,む ろ んIASに
よ る 決 算 書 は,HGBに よ る そ れ と比 し て,情 報 量 自体 は 増 加 す る こ とが 理 解 さ れ て い る。 た だ しIAS・
HGB双 方 内 の 選 択 権 を活 用 す る こ とで,い わ ばins=「HGB(に よ る会 計 計 算)」+「(IASに よ っ て)増 加
す る 情 報 」 と い う 構 図 を 企 業 側 が 期 待 し得 た と 考 え ら れ る。IAS自 体 に か な り の 会 計 政 策 的 余 地
(RechnungslegungspolitischeSpielraume)が 存 し た こ と は,Pellensも 論 じ て い る(Pellens[1998]S,
195-228.)0
13)ド イ ツ に本 社 を置 く企 業 で,関 東 財 務 局 長 に有 価 証 券 報 告 書 を提 出 して い る こ とが 確 認 され た企 業 は次
の8社 で あ っ た。 コ メ ル ツ銀 行,ダ イ ム ラ ー ク ラ イ ス ラ ー,ド イ ツ 銀 行,ド イ ツ テ レ コ ム,ド イ ツ ポ ス
ト,ド レス ナ ー 銀 行,バ イエ ル,フ ォル クス ワ ー ゲ ン。 な お,オ ラ ンダ王 国 に所 在 が あ る が,親 会 社 の 所
在 が ド イ ツ で あ り,か つ 有 価 証 券 報 告 書 を 提 出 し て い た 企 業 が 次 の3社 あ っ た 。 ピ ー ・エ ム ・ダ ブ
リ ュ ー ・フ ァ イ ナ ン ス ・エ ヌ ・ブ イ(BMWFinanceN.V.),フ ォル ク ス ワ ー ゲ ン ・イ ン ター ナ シ ョ ナ
ル ・フ ァイ ナ ンス ・エ ヌ ・ブ イ(VolkswagenInternationalFinanceN.V.),フ ォ ル ク ス ワ ー ゲ ン ・フ ァ イ
ナ ン シ ャ ル ・サ ー ビ シズ ・エ ヌ ・ブ イ(VolkswagenFinancia1ServicesN.V.)。
14)ド イ ッGAAP((..・)と い う言 葉 は,最 近 の ア ニ ュ ア ル ・レポ ー トで 散 見 さ れ る 言 い 回 しで あ る 。
例 え ばBASFは,ド イ ツ 商 法(HGB)と 株 式 会 社 法(AktG)と ドイ ッ 会 計 基 準(DRS)の 集 合 体 を ドイ
ツGAAPと 捉 え て い る(BASF[2004]p.82.)。 つ ま り,HGB+AktG+DRS=G-GAAPと して 解 釈 さ れ て い
る。
15)バ イエ ル の グ ル ー プ と して の 組 織 は,ド イ ツ ・バ イ エ ル 社 を 経 営 持 株 会 社 に,次 の5つ の 事 業 分 野 が 展
開 され て い る 。 なお 括 弧 内 は 業 種,売 上 高,従 業 員 数 を,『 バ イ エ ル 要 覧2004/2005』 に 基 づ き判 明 し た
限 りで 記 した も の で あ る 。 ① バ イ エ ル ・ヘ ル ス ケ ア(医i薬 品,89億{∋,3万4600人),② バ イ エ ル ・ク
ロ ッ プ サ イ エ ン ス(農 薬,58億 £,1万9000人),③ バ イ エ ル ・マ テ リ ア ル サ イ エ ン ス(先 端 素 材 ,75
億 £,1万8000人),④ ラ ン ク セ ス(化 学 品 ・ゴ ム ・樹 脂,60億 £,2万 人),⑤ サ ー ビ ス分 野 。 サ ー ビ
ス 分 野 は さ ら に,バ イ エ ル ・ビ ジ ネ ス サ ー ビ ス(財 務 ・経 理 ・人 事),バ イ エ ル ・テ ク ノ ロ ジ ー サ ー ビス
(製 品 改 革 ・エ ン ジ ニ ア リ ン グ,2300人),バ イ エ ル ・イ ン ダ ス トリ ー サ ー ビ ス(工 場 サ ー ビ ス,6300
人)の3部 門 か らな っ て い る 。
16)バ イ エ ル ・ク ロ ス に つ い て の 詳 細 は 次 の 通 り(BAY[2003]F20,F12)。 第 一 次 世 界 大 戦 後,米 国 政 府
はバ イ エ ル の 名 称 お よ び 商 標 権 を,敵 国 財 産 と して 没 収 した 。 バ イエ ル グ ル ー プ は,1994年 度 に バ イ エ
ル ・ク ロ ス を含 む 米 国 に お け る全 権 利 を再 取 得 し,2002年 度 に報 告 単 位 と し て 認 識 した 。 バ イ エ ル ・ク
ロ ス は,耐 用 年 数 に 限 度 が な い た め,US-GAAPに よ れ ば 償 却 さ れ ず 減 損 テ ス トの 対 象 と な る 。2002年1
月1日 現 在,バ イエ ル ・ク ロ ス に 関連 した 無 形 固 定 資 産 の 帳 簿 価 額 は139百 万 £ で あ っ た 。
17)ラ ン クセ ス分 離 の別 の 理 由 と して,偶 発 債 務 の 存 在 も指 摘 し得 る。 実 はバ イ エ ル は,ゴ ム 関連 の 訴 訟 を
抱 え て お り,ゴ ム化 学 の 中 で もEPDMゴ ム とNBRゴ ム に つ い て は価 格 固 定 操 作 の 疑 い で 調 査 さ れ て い
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た 。特 に ア メ リ カ法 務 省 反 トラス ト部(ADOJ>の 調 査 が 問 題 で あ り,ク ロ認 定 は営 業 成 績 の 結 果 を ひ っ
く り返 す ほ どの 究 極 の 債 務(ultimateliability)と な る可 能 性 が あ っ た(BAY[2003]F20,F-91)。 この ゴ
ム化 学 を主 要 な 営 業 項 目 と して い た の が,新 生 ラ ンク セ ス で あ る。
18)ス ピ ン オ フ を 中 心 に,会 計 戦 略 上 重 要 と な る 出 来 事 に つ い て,『 バ イ エ ル 要 覧2004/2005』 『Harmony











米国とカナダにおいて 「バ イエルクロス」商標の使用権 を獲得
IASに よる決算に移行
アベ ンティス ・クロップサ イエ ンス社 を買収。バイエル史上最大の買収。農薬部 門で世界
の トップに
ニュー ヨーク証券取引所上場
化学品事業ならびに高分子材料事業の一部を統合 し独立法人を再編 し,2005年 初頭 までに
上場することを決定
再編 される新独立法人の名称をランクセス と発表
ロシュ社の一般 用薬品事業買収 を発表。同事業分野で世界 トップ3に
臨時株主総会において,ラ ンクセスのスピンオフが承認
ドイツ ・バイエル社の商業登記簿への記載により,ラ ンクセスが同社 より正式に分離。バ
イエル史上,最 も戦略的な事業再編が完了
バイエル株式10株 につきランクセス株式1株 で株式分配を実施
19)た だ し,SFAS第 ユ44号の非継続事業認識の識閾 自体は,IFRSよ り低い(lower)(BAY[2003]F20 ,F
-76.)。IFRSに よれば,事 業の主要ラインあるいは営業の主要エリアにおける処分が非継続事業 と認定さ
れる。これに対 してUS-GAAPで は,営 業活動やキャッシュ ・フローなどの観点か ら非継続事業が認定さ
れる。ランクセスの例とは逆 に,IFRSで は非継続事業 とは認定 されず に,US-GAAPで は認定されたもの
が次のように出てくることになる(BAY[2003]F20,F-77.)。 事業の主要 ライ ンでなかったためIFRSで
は認識 されずUS-GAAPの みで認識 された もの として,BayerWohnungenGmbHか らの出資引上 げが
あった。主要な地理的エ リアではなかったためIFRSで は認識 されずUS-GAAPの みで認識 された ものと
して,フ ランス,ス ペインでのジェネリック薬品の営業活動の処分があった。つまり,非 継続事業に対 し
ては,認 識対象範囲としてはU$GAAPの 方が広いが,未 締結取引についてはIFRSの 方が早 く認識する
可能性があると言えよう。
20)会 計基準の使い分けは 日本企業で も行われていた。例 えば伊藤忠商事は,連 結財務諸表作成基準 として
US-GAAPを 適用 しているものの,2004年3月 期にはゴルフ場や都内の社宅などを対象に した減損処理 に
ついて日本基準 を前倒 し適用すると発表 した(日 本経済新聞,2004/12/9,17面)。
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